高校生の職業斡旋と職業安定法 by 柿沼,昌芳
〔論　　文〕
高校生の職業斡旋と職業安定法
High　School　Students’Vocational　Guidance　and　Employment　Security　Act
柿　沼　昌　芳
1．高等学校卒業者の就職問題
　現在の高等学校卒業老の就職問題について，「高卒者の職業生活の移行に関する研究」最終
報告（文部科学省・厚生労働省2002・3）は，次のように指摘している。
　まず，高卒者の卒業後の進路状況について「平成4年をピークに卒業者数が年々減少するな
かで，大学等進学者数はほぼ横這いで推移しており，この結果，進学率は毎年のように上昇を
続けている。一方，就職者数は平成2年をピークに年々減少の一途をたどり，卒業者に占める
就職老の割合も毎年低下を続けている。高等学校卒業者の就職率は，昭和40年には60％を超え
ていたのが，平成13年には18．4％と2割を下回る水準にまで低下した。また，近年，無業者比
率はほぼ10％にも達している。」とし「高等学校卒業者の就職内定状況が，平成13年度12月末
現在で67．8％と厳しく，他方で，高卒就職者の離職率も高い水準で推移し，就職後1年以内に
約4人に1人が離職，また，3年以内では約半数の老が離職しているとしている。」と就職率
の低下と，離職率の上昇を指摘している。
　そして，今日の新たな問題として，いわゆるフリーターや無業者の増加をあげ，フリーター
については，「平成12年度版労働白書では平成9年に151万人と推計されている。また，日本労
働研究機構の調べでは，平成12年には193万人という推計がなされている。さらに，先に見た
とおり高校卒業時点で進学も就職もしない学卒無業老の比率は卒業者の約1割にも達してい
る。」としフリーターが進路の一つの選択肢になっているとしている（1）。
　このように，高校卒業者の就職が困難になっているのは，勿論不況による求人の減少が主要
な要因ではあるが，それと，高卒者に対する事務職・販売職での求人が減少し，ホワイトカ
ラー分野での求人数が減少していることにもある。その理由は，IT化の進展などによって補
助的業務が減少したことや，業務の高度化・複雑化に伴って高卒者ではなく大卒者等の高学歴
人材へ需要がシフトしていることが指摘されている。このような高校生の就職斡旋制度に内在
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する問題点について検討することにする。
2．　高校生の就職をめぐる慣行制度
　現在，高卒者の就職斡旋は，早期採用選考を防止し，学校での授業時数を確保し，生徒の適
正な推薦・選考が行われることなどを理由にして選考開始期日等が決められ，それにそって就
職斡旋が行われている。この選考開始期日等は，全国高等学校長協会や主要経済関係団体の意
見を踏まえて決められ，厚生労働省と文部科学省との共同通知という形で周知されている。こ
の枠組みにそって，高等学校とハローワーク（公共職業安定所）の分担・連携によって就職斡
旋が行われている。
　そのような就職斡旋が行なわれる過程で「校内選考」，「指定校制」，「一人一社制」といった
慣行が大きな役割を果たしてきた。その問題点については「高校生の就職問題に関する検討委
員会報告書」（文部科学省2001・2・1）や「高卒者の職業生活の移行に関する研究」最終報
告（文部科学省・厚生労働省2002・3）などで次のように指摘している。
A　校内選考
　多くの学校では，生徒の能力・適性に応じた就職先を紹介・斡旋することを理由に，一部の
企業に生徒の応募が偏ったり，求人数を上回る生徒の応募がある場合などに応募を調整iするな
どのために，進路指導担当者やホームルーム担任の教師などを中心にして組織された会議など
で，求人数に見合った生徒数にするための校内選考が行われている。
　校内選考の判断基準に客観性を付与すれば，どうしても学業成績にならさるを得ないが，こ
のことは，必ずしも企業の選考基準と合致しない。さらに，あらかじめ企業からの「選考基準」
を聞き，その基準に合わせて合格可能な生徒を選考するなどの問題点が指摘されている。
B　指定校制
　求人を行う際，特定の学校を指定し，その学校の生徒だけに企業が応募を認める，いわゆる
指定校制が長年慣行として定着している。各学校は，生徒の就職を通じての長年のつき合いな
どを通して，企業との「信頼関係」を形成し，指定校になることによって，多少の景気の変動
があっても，一定の求人及び採用を確保してきた。
　このような指定校制は，もともと伝統ある専門高校とそうでない学校との間に求人数等に格
差を生じさせるという側面を持っていたが，求人数が求職者数を大幅に上回るような状況の下
では，この制度のそうしたマイナス面は課題として顕在化しなかった。
　しかし，今日のような厳しい状況の下では，地域によっては，求人が激減する中で伝統ある
専門高校には一定の求人が確保される一方，普通科や伝統の浅い専門高校では求人が少なく応
募ができないといった状況が見られたり，また，指定校であっても採用されるとは限らず，こ
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の制度の問題点が顕在化してきた。
C　一人一社制
企業が自社への応募に際して単願を求め，学校側としても応募の推薦を制限し，一人の生徒が
応募できる企業を一社として，その企業の内定が得られなかったときに，はじめて他の企業に
応募できるとする一人一社制は，これまでできるだけ多くの生徒に応募の機会を与える上で，
また，大量の求人と求職とを短期間で円滑に結びつける仕組みとして，機能してきた。
　しかし，現在のように求人が激減している中で，求人数が求職者数を下回ったり，二社目の
応募先がないといった状況では，応募する機会さえない生徒がいたり，一度応募しただけで，
二社目の応募ができない生徒を生むなどの問題が生じている。
　新規高卒者の就職にかかわる長年にわたる慣行は，学校が自校を指定校としている企業のう
ち一社だけに，校内で選考した生徒を紹介，斡施するというように，校内選考，指定校制及び
一人一社制が相互に分かち難く結びついて機能してきた（2）。
　このことは，企業が良質の人材を容易に確保できるという企業にとっての利点がある一方
で，生徒は学校の「指導」にしたがって，応募する以外の企業・職場を十分知らないままに一
社に応募し，内定すれば必ず当該企業に就職するという，生徒自らの意志と責任で職種や就職
先を選択する意欲や態度，能力の形成を妨げる一因となっており，そのことが早期の離職等の
問題につながっているのではないかという指摘もなされている。
　ここで，それぞれの高等学校で職業斡旋の指導をするために用意している『進路の手引き』
について，いくつかの事例を見ることにする。
3．『進路の手引き』に見る就職斡旋の条件
○　都立A高校（2000年度）
【応募のきまり】できるだけ多くの人が希望するところへ就職・進学できるように公平さと学
校や社会の秩序を保つために定められたものである。次の各事項を厳守すること。
1　原則［就職について］
（1）職業安定所との申し合わせにより，「職業安定法第25条の3」の規定に基づき，職業紹介業
務をおこなう。（2）保護者の申し出に基づき，校内選考会議で人物・学業・健康など，適当と認
められた生徒を学校長が紹介する。（3）学校長の紹介がないと会社に応募できない。（4）二つ以上
の会社に同時に応募することは認めない。（5）公務員希望者の会社応募は認めない。（6）進学希望
者の会社応募は認めない。（ただし，夜間進学希望者は会社の理解を得た上で応募は可能）（7）
「採用内定」後の辞退・応募変更は絶対に認めない。（8）次の各項のいずれかに該当する生徒は
紹介しない。ア・卒業見込みのないもの。イ・本校生としての品位を損なうような言動のある
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もの。（9）一つの会社に対して応募者が多数のとき，また，希望者が合格困難と判断されるとき
などは校内選考会議で調整する。㈹卒業見込者として紹介するので，卒業できない時は内定取
消となる。（11）応募書類を郵送する場合にはその料金は各自の実費負担とする。
○　神奈川県立B高校（1998年版）
【就職を希望するみなさんへ】みなさんが就職先を決定するとき，又は，就職が内定したとき，
下記のような基本確認事項を守ってください。
1．就職に関する基本方針
（D進路の指導は担任を中心に，全職員の協力を得て行う。特に進路の最終決定は必ず担任が掌
握できるよう配慮する。（2）就職の推薦の最終決定は進路指導委員会で決定する。（3）就職の学校
推薦は一時に1人1社とする。（4）採用内定または決定したときは，他の事業所への斡旋はしな
い。（5）縁故による就職の場合も事前に担任に連絡，相談する。（6）縁故があって学校推薦を受け
る場合も（2）により決定する。⑦一般の希望者と縁故による者が，同一の事業所の場合は，でき
る限り縁故による別わくの依頼をする。（8）公務員を希望する者が，事業所の内定または決定を
受けた場合は，事業所の方を優先する。（9）その他特別のケースについては，進路指導委員会で
決定する。
○　都立C高校（2000年版）
【本校における進路指導の原則】1，民間企業への就職斡旋
（1）職業安定所で確認印のある求人票により斡旋する。（職業安定法第25条の3の取扱いによる）
（2）同時に2ケ所以上の併願・受験はできない。（3）民間企業と公務員の併願・受験はできない。
（4）同一企業への受験希望者が，企業からの推薦人数を超えた場合は，校内選考で受験者を決定
する。但し，受験希望者が，企業の求人条件（人物・学業成績・適性等）に該当しない場合，
推薦条件内であっても推薦しない。（5）企業に採用が内定した場合は，必ず就職すること。以後
他企業を受験することはできません。
※就職先を内定（又は，内々定）後に進路変更を申し出る者が，近年若干名おります。このよ
うなことは，企業側に大変迷惑をかけることになり，学校や先輩の信用，後輩の就職にも悪影
響を与えます。進路希望先についての事前調査，保護者や先生方との話し合いを充分にして，
内定（又は，内々定）取り消し一一・等の事態にならないようにして下さい。（6）知人・縁故就
職の場合は，職安の確認印のある求人票を進路指導部に提出する。
○　神奈川県立D高校（1998年版）
【希望企業調整会議での調整のポイソト】
＊学業成績（1年～3年1学期までの平均点）・欠席，遅刻の日数。＊クラブ，委員会活動
（3年間運動部に入っている人は就職の時に有利です。）。＊生徒会役員。＊その他の学校生活
（服装，態度など）。
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※成績に関して，3年1学期まで頑張ればいいのだと思っている人がいるかと思いますが，ほ
とんどの企業が，みなさんの卒業後，卒業証明書とともに成績証明書を提出させています。そ
れには3年の学年末の成績が記載されますので，内定が決まったからといって手を抜かぬよう
注意して下さい。
　これらの事例から分かるように「校内選考」，「指定校制」，「一人一社制」は高等学校では定
着している。そのことによって，就職斡旋が生徒指導と深く結びついていることに，今日の問
題があると考えるので，（3）この問題点を端的に表している調査を紹介したい。
4．求人の状況による生徒の意識変化
　就職斡旋と生徒指導の関わりについて，求人件数の多いときと，そうではない二つの時点で
は学校に対する生徒の意識にどのような変化がみられるかについての調査結果である（4）。
　調査は二つの時点の高卒者に対する労働力の需給バランスを求人数と就職老数を労働省の
「職業安定業務統計」で見ているが，1984年3月に卒業した高卒者に対する求人件数は，79万
9967件，それに対し求職者数は50万6560人，就職者数は50万2212人であった。比較的景気低迷
期にあったこの年の求人倍率は，1．58倍にとどまり，その結果，求人充足率は62．8％であった
が，これに対し，「バブル経済」のまっただなかであった1991年3月卒業者は，求職者51万
9790人，就戦者51万8385人に対して160万6159件の求人があり，求人倍率は3．09倍，求人充足
率は32．3％であった。1984年卒業者に比べ，2倍に近い「売り手市場」であった1992年と比較
している。
　表1からは，景気低迷期にあった1984年と「バブル経済」のまっただなかであった1992年で
は「3年間部活動を続ける」，「部活動ですぐれた成績をあげる」，「クラブの部長，生徒会の役
員やクラス委員になる」といった項目で，「かなり」あるいは「少し」は「有利になった」と
いう回答が減少している。同様に，「服装や髪型の規則を守らない」についても，それが就職
に不利になったという回答が92年調査では大きく減少している。また，これらの項目ほど顕著
ではないが，84年調査に比べ92年調査では，「英数国理社の成績がよい」，「遅刻や欠席が少な
い」でも，有利になったという回答率の減少がある。
　このことは求人数の多い好況期には，学校内でのさまさまな活動や達成が就職にあまり関係
していないと見ているのである。
　そして，表2からは，明らかに好況期の92年度の卒業生は，「部活動で熱心に活動する」，
「テスト前にがんばって勉強する」，「授業中ノートをきちんととる」生徒が顕著に減少してい
る一方で「遅刻をする」生徒や「宿題を忘れる」生徒は増えている。このように，この調査は
不況期の卒業生に比べて，好況期の生徒は，学校生活へ関与が弱まっていることを示している。
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表1　「あなたの学校から就職するとき，次のことはどのくらい有利（不利）になったと思いますか」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
かなり有利
ﾉなった
少し有利
ﾉなった
別に有利に
ﾈらない わからない
84年　92年84年　92年84年　92年 84年　92年
3年間部活動を続ける 36．4　30．9．7　20．918．9　23．512．4　24．7
部活動ですぐれた成績をあげる 16．3　19．7．0　17．035．3　33．818．9　29．5
クラブの部長，生徒会の役員やクラス委員になる 19．9　20．50．2　21．231．4　31．215．4　27．1
資格をとる 34．0　34．08．4　32．316．5　19．9 8．8　13．8
遅刻や欠席が少ない 55．6　48．3．4　25．012．3　15．2 6．3　11．5
授業態度がよい 11．8　13．82．4　27．136．2　35．017．1　24．1
英数国理社の成績がよい 11．O　ll．82．2　24．535，5　35．018．9　28．7
専門教科の成績がよい 12．9　16．04．5　29．430．2　28．219．8　26．4
かなり不利
ﾉなった
少し不利
ﾉなった
別に不利に
ﾈらない わからない
赤点の科目がある 20．2　19．19．6　16．919．0　29．124．5　34．8
先生にさからったり，口こたえしたりする 11．6　9．718．5　15．827．5　37．8 25．8　36．7
服装や髪型の規則を守らない 20．2　12．8 22．4　16．52L3　37．319．5　33．4
注）回答者数は，84年が744人，92年が1，400人
表2　学校生活の変化
84年 92年
クラブの部長，生徒会の役員やクラス委員になる
運動部や丈化部で熱心に活動した
遅刻をよくした
遅刻をときどきした
赤点をとる（3つ以上）
先生が黒板に書いたことをきちんとノートにとる＊
宿題や提出物を忘れた＊
中間，期末テストの前に勉強した＊
校則をやぶる＊
40．3
59．4
3．2
21．3
18．8
86．7
7．5
52．0
8．1
34．2
42．O
l7．6
30．0
22．3
68．1
14．9
36，5
11．6
＊は「よくあった」の解答 回答者数84年が942人，92年は1，400人
　このことは，多くの教師が実感していることで，教師の中には「求人が減少すれば生徒が指
導に従うので生徒指導や授業がやりやすい」という声が聞かれる。
5．二年後の職業安定法改定
　このように高校生の就職斡旋が学習活動と関わっている。その大きな要因が職業安定法にあ
ると考える。戦後，1947年11月30日に職業安定法が公布されたが，その24条は「公共職業安定
所は，学校を卒業するものに対し学校の行う職業指導に，協力しなければならない。」として
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学校への協力を規定し，職業安定法施行規則（労働省令1947年12月29日）第17条は「公共職業
安定所は，職業指導の円滑な発展を図るため，学校教職員，雇用主，その他職業指導につき学
識経験ある者を以て組織する協議会を設け，職業指導に関する諮問をなし又は必要な資料の交
換等を行わなければならない。」としている。
　したがって，学校における職業斡旋については，公共職業安定所があくまで主体であった。
また，33条（無料職業紹介事業）「無料の職業紹介事業を行わうとする者は，労働大臣の許可
を受けなければならない。労働大臣が前項の許可をなすには，予め中央職業安定委員会に諮問
しなければならない。但し，労働組合法による労働組合に対し許可をなす場合には，この限り
でない。」とし，学校が無料の職業斡旋を行うときには労働大臣の許可を必要とした。
　当時，GHQの基本的な考え方は，職業紹介を国が独占することにあったが，東京大学事務
局からの強いクレームもあり，労働省当局も大学や高校が過去に卒業生の斡旋を行ってきた経
緯をふまえ，また，当時，学校関係の求人が職業安定所に来ないという実情もあり，GHQに
強く働きかけたことによって，僅か二年後の1949年に改定された（5）。
　改定された職業安定法は「公共職業安定所長は，学校教育法第1条の規定による学校の学生
若しくは生徒またはその学校を卒業した者の職業紹介を円滑に行なうため必要があると認める
ときは，学校の長の同意を得て，又は学校の長の要請により，その学校の長に，公共職業安定
所の業務の一部を分担させることができる」。（25条の2）として職業安定所の業務を学校に分
担させるようになり，そして，今回（1999・7・7公布）の改定で25条は「③　公共職業安定
所は，学生生徒等に対する職業指導を効果的かつ効率的に行うことができるよう，学校その他
の関係者と協力して，職業を体験する機会の付与その他の職業の選択についての学生又は生徒
の関心と理解を深めるために必要な措置を講ずるものとする。」が加筆されて，それまでの25
条2は26条（学生生徒等の職業紹介等）となった。
　このように，戦後僅か二年で改定されたところに，学校教育と職業紹介の問題点が内在して
いると考える。ではなぜこのように短期に改定が行われたのであろうか。
　「1947年に制定された職業安定法は，政府が行う以外の職業紹介事業はすべて労働大臣の認
可を受けなければならないと規定していた。このことは，しかし，戦前から企業との実績関係
にもとついて卒業生の就職の斡旋を行ってきた（旧制の）中等以上の学校からすれば，きわめ
て不都合なものであった。」，したがって「この改正でまず考えられたのは，学校が無料職業紹
介事業を行うことができるとする33条の2の規定をおくことであり，それは事実上戦前からの
企業と学校の実績関係にもとつく就職の斡旋の慣行を追認することを意味していた。」（6）のだと
いう。そして実績のない新制中学校などは25条の2，ないし3で職業安定所と協力して職業斡
旋を行うことが予定されていた。しかし，現在は大半の高等学校が戦後発足したということも
あって25条に依存している。
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　また，1949年の職業安定法の改定については，次のような指摘もある。改定の要点は二つあ
り，「一つは，従来，職業安定所は，日本の労働市場における求人・求職者の中のほんの一部
分しかつかんでいなかったが，そのような状態を改善するために，新規学卒者の就職について
は，学校と職業安定所が協力してその管轄範囲に入れるということを強力に推進したことであ
る。こうして新規学卒者，ことに中学卒業者の職業紹介に公共職業安定所が乗り出すことにな
った。」もう一点は，その地域の「職業安定所の管轄内で職業を捜すということが原則であっ
た。したがって各職業安定所間の連絡が必ずしも十分ではなかった。そこでこの法改正により
職業安定所間の連絡を緊密にして，広域職業紹介活動に重点を置くことになった。たとえば東
京に求人があって青森に求職がある場合，両方の職業安定所が連絡をとり合って，青森から労
働者を東京に連れてくる，このような政策を強化したわけである。このような職業安定法の改
正，あるいは職業政策の変化によって，ますます労働力の流動化は大きくなってくる。」⑦とい
う。初めの指摘は，当初，企業との実績関係がない新制中学校には必要な措置であった。二番
目の点は，広域にしたことによって1960年代の高度経済成長を支え，当時「金の卵」とも言わ
れた主に東北地方の中学校卒業者を職業安定所が都会へ就職させることに大きな「貢献」した
ことは周知の事実である（8）。
6．学校が就職斡旋に関わることによる問題
　そこで，この1960年代の中学校卒業者の就職斡旋について見ることにする。
　当時，大都市の求人情報から遮断されていた農山漁村の中学校卒業生は職業安定所から求人
の連絡を受け，あるいは，企業から直接に求人の申込みを受けてても学校は「企業からの求人
の全数が情報としてそのまま生徒に伝達され，生徒が自由に＝競争的に＝人数調整なしに，企
業を受験できるという方式はとられなかった。」というように「校内選考」が行われた。その
理由は「生徒間に一つの求人をめぐる競争が生まれることを中学校は容認しなかったからであ
る。」という。そして地元の企業は，「地場産業として地元にとって重要な企業や，地元の有力
者の関係企業，地元出身の経営者が営む都市所在企業等であり，不況期にも地元出身者を継続
的に採用してくれることが期待される企業であったから，中学校側としてもその求人要求を無
視することはできなかった。」というように「一人一社制」がとられていた。
　したがって，生徒が他のルートで勝手に就職の依頼・申し込みをすることを制限し，学校の
推薦をうけて採用されたのに，それ以上の条件の就職先を個人的に見つけてそちらに行ってし
まうことは，学校にとっては，今後の企業との関係で，「後輩のためにならない」と考えて，
実質には「指定校制」が取られていた。
　また，企業の中には，採用予定者について，「『本人ならびに学校長の連名にて誓約保証書を
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とって簡単に他社へ行くことのない様確保する』手順を踏んでいたところが少なくなかった。」
という。このように，生徒本人の誓約書の他に学校長に一筆書かせることで内定後に生徒が良
い条件の企業に就職する道は閉ざされた。
　このことは，当時「就職して，学校からの関係が切れると，離職の割合が極めて高くなった
うえ，その大半は本人から学校には連絡されなかったといわれている。」したがって生徒たち
は，卒業後に「初めて中学校側の誘導・干渉から離れて，自由な労働市場の中で求職の判断を
することができるようになったことを意味している。こうした点からすれば，離職の多さの原
因は，生徒と親の無自覚といったものではなく，現実の労働市場のなかで中学校の職業指導の
もった客観的な問題性のあらわれといえるであろう。」（9）と指摘している。
　さらに時間を戻して，戦前の職業斡旋をみると，たとえば「神戸市兵庫高等小学校の児童に
対する職業指導」では「学校長又は主席訓導は卒業生全員に対し個別的面接指導を行ひ児童の
意志並びに特殊事情を再検討し又注意を与え相談に応ずる。斯くして確定した希望職業中第一
次階梯に於ける選職域は濫変更を許さず，自己の就職せんと欲する方面にあらざる職場に転向
せんとするも担任教師は之が斡旋に就いて一時的抑制をなすための方法とり，尚一定職場の採
用募集に対する応募は一人一回一ヶ所のみを許し，その応募せる職場に於いて不採用決定の場
合のみ他の職場に再応募し得る方法をとった。之は希望職業決定の際して周到な用意と配慮を
伴うことを覚悟せしむる一方就職機会均等を狙ったものである。」と「一人一社制」が行われ
ており，その神戸市では「学校の内申尊重　神戸市高等小学校長会の就職指導申し合わせ」が
行われ「就職申込には学校かちそれぞれ内申を附するを例として居る。会社商店夫々特性があ
るからそれに相応する人を選定になるのは尤の事ながら，其の第一次選定を学校に委した積り
で学校の内申を尊重されたい。かうした選定振は就職後其の輔導の上に又は保障の上に大変有
効な事と思ふ。」として「校内選考」を申し合わせていた（lo）。
　このように，学校教育が職業斡旋に関わると，「校内選考」，「指定校制」，「一人一社制」と
いう慣行は実質的に確立していたといえる。したがって，このようなことは学校教育に内在す
る構造と関わっており職業斡旋を学校外で行わない限り避けることはできないと考える（11）。
7．高校生の採用取消し裁判
　ここで，職業斡旋に学校が関わることの問題点の別の事例として裁判例を見ることにする。
都立工業高校を卒業したXは森尾電機会社の就職試験に合格し，実習にも通っていたが，3・
月25日（1976年）になって，突然，採用を取消された。この採用取消しに対して，Xは納得
せず，その年の6月，解雇無効確認と賃金支払請求を求める訴訟を起こした。
　Xは次のような主張をした。①労働契約は「採用決定のお知らせ」により成立しており，
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採用内定取消は解雇である，②会社は，Xの身体障害の態様・程度を知悉した上で採用し，
しかも，実習作業中になんらの支障がなかったから解雇理由はない，③解雇は，採用決定後
Xの在学中の生徒会活動やベトナム反戦にふれた答辞を知り，これを嫌悪してなされたもの
で，労働基準法三条に違反すると主張した。
　他方，会社は，①労働契約は4月1日の入社式において正式に締結されるのが従来の慣例で，
Xとの間にまだ労働契約は成立していなかった，②会社は経営状態が思わしくなく合理化の
ため人員整理が不可避であったので，作業能力の劣るものや作業上発展を望めないものを整理
することとしていたところ，Xは左足に小児マヒ後遺症があり，現場作業者として能力が劣
り将来の発展も期しがたいので採用内定を取消した，と抗弁した。
　これに対して東京地方裁判所は，①入社試験の受験は，労働契約の申込みという性格をもつ
②採用決定通知だけではこの申込みを会社が承諾したとはいえない③しかし，誓約書，身元保
証書を会社が受取ったことで同社の就業規則にある入社手続きはほとんど終っており，従来
も，他に特別な手続きを必要としない同社の慣例からみて，誓約書などを受取った段階で会社
は入社について“黙示の承諾”を与えたと認められる，などの理由を挙げてXは社員として
の身分を持つことを認めた。したがって，採用取消しは解雇権の濫用と判断し，未払い給与71
万余円の支払いを命じた。会社は控訴したが，高裁はほぼ地裁の判断を踏襲した（12）。
　この事件で東京地裁での判決が出された翌日の新聞（『朝日新聞』1970・12・1）にXは次
のように話している。「身障者でも普通の人に負けない，とがん張ってきたのに，突然クビを
切られ，ショックは大きかった。学校も協力してくれず途方にくれたが，どうしても納得でき
ないのでアルバイトに工員などをやり，裁判で争ってきた。勝てて本当にうれしい。判決が確
定すればもちろん復職する。」このXの「学校も協力してくれず」という学校に対する批判的
発言の意味は，就職が内定すれば，生徒と企業の関係について学校は責任がないという考えが
一般的であるからであろう。しかし，この判決によれば，採用が内定すると企業との労働契約
が締結されたので社員であるとしている。他方，学校では卒業の単位認定をめぐって生徒とし
て指導できるのは卒業式までか，3月31日までかでトラブルになる。したがって，3月31日ま
で学校との在学契約が結ばれていると考えると，内定後は，労働契約と在学契約の二重の契約
が締結されていることになる。そのことは，逆に学校も企業も責任を負わないという，いわば
空白の時間を創り出しているとも考えられる。
8．本来の進路指導
　職業斡旋が，学校で行なわれることによって教育活動に組み込まれると同時に，そのことは
企業とって極めて経済的で効率的なものになっている。もし学校を介さなければ，職業安定所
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を窓口にして，大量の成員補充を全部企業が行わなければならず，そうすると，経歴，学力，
人物など多面にわたって調査し，試験をし，それから面接を行う。その莫大な労力を学校のラ
ソキソグを利用して軽減し，推薦制や指定校制をとることで，安あがりに効率的に行なってい
る。
　そして，現在のような就職難になると，「学校で真面目に勉強しても就職できない」し，「学
校を選ばなければ苦労せずに大学に進学できる現状では，かってのように受験が自分自身を見
つめる機会になりにくい。」やりたいことを見つけさせないと進学につながらないという現状
では，いままで，多くの学校教師が「『勉強しないと大学へ入れないそ』，『就職するなら欠席
や遅刻が多かったり，成績が悪くてはだめ』といった進路指導の決まり文句は死語となりつつ
ある。教師は，何のために学校に行くのか生徒に明確に説明できない状況に陥ってい
る。」（13）。という状況がある。
　この問題の主要な根源は本田由紀の比喩的表現を借りれば，日本では「学校と企業とができ
るだけ歩み寄って隙間をほとんどなくした上で，さらにしっかりと脇をかかえて若者を受け渡
す」が欧米では「若者に棒高飛び用の棒を渡して，そのあとは学校と職業との間の大きな裂け
目を自分で飛び越えろと，背中をボンと叩いてやるようなやり方だといえる。」13）よケであり，
このことが生徒自身の自己決定力を脆弱なものにし，同時に進路指導が単なる職業斡旋に置き
かえられ，しかも，進路指導が生徒指導と深く関わり，生徒の学習権を侵害するという状況を
創り出している，といえる。（15）
　ここで，中学生，高校生の職業観を見ると，中学生の「やってみたい」職業の中で上位五位
までに次のような職業が選ばれている。1．洋菓子職人（31．96），2．美容師（30．43），3．
花火師（27．25），4．遊園地スタッフ（25，99），5．水族舘飼育スタッフ（25．80）で，高校
生は1．洋菓子職人（22．97），2．心理学者（21．04），3，美容師（20．81），4．雑誌記者
（19．67），5．ミュージシャン（18．91）である。
　他方，下位では中学生は1．圧延工（0．58），2．紡織保全工（0．72），配管工（0．72），防
水工（0．72），5．セメソト生産オペレーター（0．87）で，高校生はL圧延工（0．38），紡織
保全工（0．38），セメソト生産オペレーター（0．38），4．サッシエ（0．63），労働組合役員
（0．63）である（16）。
　この調査結果から見えることは，身近に接する機会の多い職業やマスコミなどで目にする機
会から，華やかなイメージを持ちやすい職業が上位に位置しており，他方，下位には「○○工」
などのように日ごろ，ほとんど接触した事が無い職業があげられている。このようにサービス
業的な職種が上位に位置し，生産に直接関わる職業には関心が薄いことが分かる。
　このことは，本来の進路指導が学校教育の中に充分位置付いていないで，進路指導が単に目
前の職業選択に終始しており，どのように生きるのかという人間の根源に迫る指導がなされて
一23一
いなことでもあろう。
（注）
（1）フリーター問題は，今後高等学校の進路指導に大きく影響すると考えている。このことについては，
　　数多く論じられているが，柿沼「フリーターが迫る進路指導」（「人間と教育」27号2000年9月号，P．
　　71旬報社）でも問題点を指摘した。
（2）厚生労働省の調査で高校生の求人倍率0．76培（2003年9月末の全国平均）という就職難を背景にし
　　て36都道府県で「一人一社制」の慣行が見直され複数応募制を導入する動きが進行しているが，「指
　　定校制⊥「校内選考」の慣行は根強いと報じているし（『朝日新聞』2003年11月25日），本田由紀
　　「高校一企業間の『実績関係』の変化」（「季刊教育法」No　121，　p．30エイデル研究所）などの指摘も
　　首肯できるが，学校の職業斡旋と生徒指導の関わりの基本的構造には変化がないと考える。
（3）苅谷剛彦『学校・職業・選抜の社会学一高卒就職の日本的メカニズム』（東京大学出版1991年）では
　　職業指導と生徒指導の関わりについて，たとえば「学業成績と生活面の評価という2つの選抜基準
　　の使い分けは，生徒の意識の中で結び合され，成績も大事だがそれ以上に最後の決め手としては正
　　しい生活を送ることが重要であるという認識が広まっていく。学校に委ねられて職業選抜は，この
　　ようにしてメリトクラティックな職業配分と同時に，生徒の全面的な学校への取込みを可能にす
　　る。規則や時間の遵守，忍耐の修得，そして，基礎的学力の形成，学校に委ねられた職業選抜の仕
　　組の中で，メリトクラシーと質の高い労働力の形成とが両立する。」ということなど鋭く分析してお
　　り多．くの示唆を受けた。この問題については柿沼『学校の常識と非常識』大月書店1991年7月でも
　　論じている。
（4）苅谷剛彦「高卒労働市場の日本的特質一労働市場の変化と「学校に委ねられた職業選抜」のゆらぎ」
　　（「日本労働研究雑誌」No　405．1993年10月号，　P　64－P　77）
（5）中野育男『学校から職業への迷走一若年者雇用保障と職業教育・訓練』（専修大学出版局2002年
　　235P），
（6）菅山真次他『学校・職業と労働市場一戦後新規学卒市場の制度化過程』（東京大学出版2000年222p）
（7）氏家正治郎「教育と労働市場」『教育と社会』（教育学全集（14）・1968・12・10小学館166頁）
（8）青山友親「職業紹介事業の沿革と職業紹介法」，川野温興「職業紹介法の改正に就いて」（「職業指導」
　　第ll巻第5号昭和13年5月号）など職業斡旋とそれに関わる法については戦前も論じられていた。
（9）加藤和俊『集団就職の時代一高度成長のにない手たち』青木書店1997・5・25，Pl17－Pl19
（10）宮山修三郎「本校に於ける就職指導の実状」「職業指導」第11巻第2号昭和13年2月号
（11）杉尾宏「わが国の職業教育制度の成立と展開」『職業と教育一職業指導論』近藤大生他編著福村出版
　　1980年，P41
　　　大正末期後，独占資本の一般的危機が進行するなか，1927年には「児童生徒の個性尊重及職業指
　　導二関スル件」（文部省訓令）が出されたが，この訓令は「職業指導は，失業転職・思想悪化の基因
　　を資本主義社会の矛盾という社会的要因に求めず，『職業の盲目的選択』という勤労者個人の責任に
　　解消し，「産業能率の増進」と「思想の善導」のために人材を合理的に配置すべく国家独占資本の一
　　般的危機に対する対応策だったといえよう。」そして1938年には「小学校卒業者ノ職業指導二関スル
　　件」（厚生省・文部省訓令）が出され，「戦時体制が進行するに伴い，この職域奉公主義の職業指導
　　は，『勤労動員』という形態をとって実施された。」という指摘は現在の状況から重要であろう。
（12）東京地判1970年11月30日「判例タイムス」No．255，東京高判1972年3月31日「判例タイムス」No．
　　276，この裁判の主な解説，正田彬「判例評論」154号，P　14fi，渡辺裕「ジュリスト」505号，　P
　　133，山口浩一郎「昭和45年重要判例解説」Pl94，山口浩一郎，「判例タイムズ」259号，P　107，三
　　島宗彦「法律時報」43巻4号，P136頁，外尾健一「季刊労働法」79号，　Pll8，石野隆春「労働法
　　律旬報」767号，Pl8，宮島尚史『労働法学研究会報』888号
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（13）『日本経済新聞』2000年5月13日
（14）本田由紀「若者と仕事」「＠Work」日本労働研究機eS　Spring　2000，　P　29
（15）柿沼「進路指導と学習権保障」「季刊教育法No　77」1989年，　P　53エイデル研究所
（16）『中学生・高校生の職業認知』日本労働研究機構2001・3・30
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